
  

指名停止措置の概要 

 

１．指名停止措置業者名及び住所 

株式会社 ジェイアール東日本企画 

東京都渋谷区恵比寿南１丁目５番５号 

 

２．指名停止措置期間 

令和７年１１月１３日から 

令和８年 ８月１２日まで（９ヶ月） 

 

３．指名停止の範囲 

中部運輸局管轄区域(愛知県、静岡県、岐阜県、三重県、福井県) 

 

４．指名停止措置理由 

当該事業者は、国土交通本省及び観光庁が令和５年度に交付した補助金

に関して、実際の従事状況に基づくことなく算定した人件費を、当該補助

金交付のため必要な実績報告書等に記載して国土交通本省等に提出し、補

助金を過大に請求していた。 

本事案は、国土交通本省等が発注した役務契約ではないものの、国土交

通本省等が交付する補助金に関してその交付に必要な実績報告書に虚偽の

記載をし、補助金を過大に請求したものであり、公費の適正な支出の観点

から著しく不当な事案であるため、当該事業者のこうした行為は、同様に

信頼関係を著しく損なう行為である。 

このことは、「「工事請負契約に係る指名停止等の措置要領」の制定につ

いて」別表第２第１５号（不正又は不誠実な行為）に該当する。 

 

５．競争参加資格の種類 

物品役務等 

 

(指名停止措置要領別表第２) 

措置要件 期間 

（不正又は不誠実な行為） 

５ 別表第１及び前各号に掲げる場合のほか、業

務に関し不正又は不誠実な行為をし、工事の請

負契約の相手方として不適当であると認めら

れるとき。 

当該認定をした

日から 

１ヵ月以上９ヵ

月以内 



  

指名停止措置の概要 

 

１．指名停止措置業者名及び住所 

株式会社 佐藤工務店 

愛知県弥富市鯏浦町西前新田２１ 

 

２．指名停止措置期間 

令和８年５月２２日から 

令和８年８月２１日まで（３ヶ月） 

 

３．指名停止の範囲 

中部運輸局管轄区域(愛知県、静岡県、岐阜県、三重県、福井県) 

 

４．指名停止措置理由 

愛知県弥富市が発注した工事において、同市元建設部長が事業者に入札情

報を漏らしたとして官製談合防止法違反及び公契約関係競売等妨害の罪で

令和８年３月４日に起訴され、同日、（株）佐藤工務店の代表取締役も公契

約関係競売等妨害罪で略式起訴された。 

このことは、「「工事請負契約に係る指名停止等の措置要領」の制定につい 

て」別表第２第１０号（公契約関係競売等妨害又は談合）に該当する。 

 

５．競争参加資格の種類 

建設工事、物品役務等 

 

(指名停止措置要領別表第２) 

措置要件 期間 

（公契約関係競売等妨害又は談合） 

１０ 他の公共機関の職員が締結した請負契約

に係る工事に関し、代表役員等が公契約関係

競売等妨害又は談合の容疑により逮捕され、

又は逮捕を経ないで公訴を提起されたとき

（第 12号に掲げる場合を除く。）。 

 

逮捕又は公訴を

知った日から 

３ヵ月以上 12 ヵ

月以内 

 

 

 

 

 



  

指名停止措置の概要 

 

１．指名停止措置業者名及び住所 

株式会社 南山開発 

沖縄県那覇市小禄１－１２－２９ 

 

２．指名停止措置期間 

令和８年 ７月１７日から 

令和８年１１月１６日まで（４ヶ月） 

 

３．指名停止の範囲 

中部運輸局管轄区域(愛知県、静岡県、岐阜県、三重県、福井県) 

 

４．指名停止措置理由 

令和４年度から令和６年度の経営事項審査の申請に際し、実態と異なる 

内容を記載した工事経歴書及び技術職員名簿を提出していたことが確認さ

れた。また、その結果をもって、沖縄県に対し、入札参加資格の申請を行

った。 

このことが建設業法第２８条第１項第２号に該当するとして、令和８年

３月２４日に沖縄県知事より３０日間の営業停止処分を受けた。 

このことは、「「工事請負契約に係る指名停止等の措置要領」の制定につ

いて」（平成９年５月３０日付け官会第１２４２号）の別表第２第１３号

(建設業法違反)（別表第２第１４号（イ）を準用）に該当する。 

 

５．競争参加資格の種類 

建設工事、物品役務等 

 

(指名停止措置要領別表第２) 

措置要件 期間 

（建設業法違反行為） 

13 当該部局が所管する区域内において、建設業法（昭和 24年法律第 100号）の規定

に違反し、工事の請負契約の相手方として不適当であると認められるとき（次号

に掲げる場合を除く。）。 

14 次のイ又はロに掲げる者が締結した請負契約に係る工事に関し、建設業法の規定

に違反し、工事の請負契約の相手方として不適当であると認められるとき。 

イ 当該部局所属の契約担当官等 

ロ 当該部局所属の契約担当官等以外の国土交通省の契約担当官等 

 

逮捕又は公訴を知った日か

ら３ヵ月以上 12ヵ月以内 

 

当該認定をした日から 

２ヵ月以上９ヵ月以内 

１ヵ月以上９ヵ月以内 

 


